
（別紙１）　評価書様式

19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

基準値 目標値

○年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 ○年度

基準値 目標値

○年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 ○年度

基準 目標

○年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 ○年度

平成22年度内閣府本府政策評価書（事後評価）

（内閣府22－○（政策○－施策○））
※別紙２の体系に従い、「22－｛通し番号(半角)｝（政策｛政策番号(全角)｝－施策｛施策番号(丸数字)}）」と記入）

施策名
○○の推進〔政策○．○○○の推進〕
※別紙２の体系に従い、「施策名　〔政策．｛政策番号｝政策名〕」と記入

施策の概要 評価対象施策の概要について記入

達成すべき目標
評価対象施策について、国民に対して「いつまでに、何について、どのようなことを実現するのか」を示す、政
策効果に着目した達成すべき目標を記入

施策の予算額・執行額等

区分 24年度要求額

予算の
状況

（千円）

当初予算（a）

補正予算（b）

繰越し等（c）

合計（a＋b＋c）

執行額（千円）

施策に関係する内閣の重
要政策（施政方針演説等
のうち主なもの）

施政方針演説等の名称 年月日 関係部分（抜粋）

評価対象施策に関係する内閣としての重
要政策の主なものについて、施政方針演
説等の名称を記入

関係部分の抜粋を記入

測定指標

指標Ａ
（実施計画で定められた測定指

標を記入（以下同））

実績値

年度ごとの目標値

指標Ｂ

実績値

年度ごとの目標値

指標Ｃ

施策の進捗状況（実績）

年度ごとの目標

【目標の達成状況の検証】
○○…＜「目標の達成状況」欄に記載した内容を検証し、今後の課題や当該
施策に係る問題点を把握した上で、その原因について分析を行った結果を記
入。特に実績値が目標値を下回った場合は、その原因を分析したうえで、目
標達成に向けた課題等を記入＞

【今後の方向性】
○○…＜評価結果を踏まえた施策への反映の方向性について、記入記入に
当たっては、当該結果とこれらを踏まえた反映内容についての因果関係が明
確に分かるように記入その際、必要に応じて箇条書きにするなど簡潔に分か
りやすく記入＞

政策評価を行う過程にお
いて使用した資料その他
の情報

評価の過程で使用したデータ、文献等のバックデータの概要、又はその所在に関する情報について記入

担当部局名
○○局＜別紙２の部

局名を記載＞
作成責任者名

○課長　○　×
＜担当課長等の役
職・氏名を記入＞

政策評価実施時期 平成23年○月

学識経験を有する者の知
見の活用

学識経験者の意見内容やそれらを評価結果に反映した場合、学識経験者の知見の活用の時期及び方法並
びに意見の反映内容の概要を記入

施策に関する評価結果

目標の達成状況
○○…＜実施計画で定められた測定指標の達成状況を踏まえ、「達成すべき
目標」がどの程度達成されたかを記入。＞

目標期間終了時点の総括

当該指標が初めて設定された年度及び実績値を記入 将来目標（平成23年度以降目標）が設定されている場合記入

定量的な目標の場合は「実績値」、

定性的な目標の場合「施策の進捗状況（実績）」と記入



政策 施策 部局名 施策番号

１．市民活動の促進 ①市民活動の促進 大臣官房市民活動促進課 1

２．公文書等の保存及び
利用の取組

①公文書館制度の推進 大臣官房公文書管理課 2

①重要施策に関する広報 3

②世論の調査 4

４．遺棄化学兵器廃棄処
理事業の推進

①化学兵器禁止条約に基づく遺棄化学兵器の発掘・回
収

遺棄化学兵器処理担当室 5

①道州制特区の推進 6

②政府調達に係る苦情処理を通じた市場アクセスの改
善

7

③対日直接投資の増進 8

④緊急雇用対策の実施 9

⑤企業再生支援機構の監督体制等の整備 10

⑥民間資金等活用事業の推進（ＰＦＩ基本方針含む） 11

⑦市場開放問題に係る苦情処理を通じた市場アクセス
の改善

12

⑧競争の導入による公共サービスの改革の推進
（公共サービス改革基本方針含む）

13

⑨「新しい公共」に関する施策の推進 14

⑩国内の経済動向の分析 15

⑪国内の経済動向に係る産業及び地域経済の分析 16

⑫海外の経済動向の分析 17

①中心市街地活性化基本計画の認定 18

②構造改革特区計画の認定 19

③地域再生計画の認定 20

④地域再生基盤強化交付金の配分計画の策定 21

⑤地域再生支援利子補給金の支給 22

⑥地域活性化交付金の配分計画の策定 23

７．科学技術政策の推進 ①原子力研究開発利用の推進（原子力政策大綱） 原子力委員会 24

①防災に関する普及・啓発 25

②国際防災協力の推進 26

③災害復旧・復興に関する施策の推進 27

④防災行政の総合的推進（防災基本計画） 28

⑤地震対策等の推進 29

①駐留軍用地跡地利用の推進 30

②沖縄の離島の活性化 31

③沖縄振興計画の推進に関する調査 32

④沖縄における産業振興 33

⑤沖縄における社会資本等の整備 34

⑥沖縄の特殊事情に伴う特別対策 35

⑦沖縄の戦後処理対策 36

（別紙２）　　内閣府本府政策評価体系(平成22年度事後評価の対象となる政策)

３．政府広報・広聴によ
る政府施策の理解、協力
の促進

大臣官房政府広報室

５．経済財政政策の推進

政策統括官(経済財政運営担
当)

政策統括官（経済社会シス
テム担当）

政策統括官（経済財政分析
担当）

６．地域活性化の推進 地域活性化推進室

８．防災政策の推進 政策統括官(防災担当)

９．沖縄政策の推進

政策統括官（沖縄政策担
当）

沖縄振興局



政策 施策 部局名 施策番号

①子ども・若者育成支援の総合的推進（子ども・若者
ビジョン）

37

②青少年インターネット環境整備の総合的推進（青少
年インターネット環境整備基本計画）

38

③子ども・子育て支援の総合的推進（子ども・子育て
ビジョン)

39

④子ども・子育て支援、仕事と生活の調和、子ども・
若者育成支援に関する調査研究・人材育成等

40

⑤食育の総合的推進（食育推進基本計画） 41

⑥食育に関する調査研究等 42

⑦高齢社会対策の総合的推進（高齢社会対策大綱） 43

⑧高齢社会対策に関する調査研究・参画促進 44

⑨バリアフリー・ユニバーサルデザイン推進に関する
調査研究等

45

⑩障害者施策の総合的推進(障害者基本計画) 46

⑪障害者施策に関する調査研究・連携推進等 47

⑫交通安全対策の総合的推進（交通安全基本計画） 48

⑬交通安全対策に関する調査研究・人材育成等 49

⑭犯罪被害者等施策の総合的推進（犯罪被害者等基本
計画）

50

⑮犯罪被害者等施策に関する調査研究・連携推進等 51

⑯自殺対策の総合的推進（自殺総合対策大綱） 52

⑰自殺対策に関する調査研究・人材育成等 53

⑱青年国際交流の推進 54

１１．栄典事務の適切な
遂行

①栄典事務の適切な遂行 賞勲局 55

①男女共同参画施策の総合的推進(男女共同参画基本
計画)

56

②男女共同参画に関する普及・啓発 57

③男女共同参画を促進するための地方公共団体・民間
団体等との連携

58

④国際交流・国際協力の促進 59

⑤女性に対する暴力の根絶に向けた取組 60

⑥女性の参画の拡大に向けた取組 61

①食品健康影響評価技術研究の推進 62

②食品健康影響評価に関するリスクコミュニケーショ
ンの推進

63

１０．共生社会実現のた
めの施策の推進

政策統括官（共生社会政策
担当）

１２．男女共同参画社会
の形成の促進

男女共同参画局

１３．食品の安全性の確
保

食品安全委員会事務局



政策 施策 部局名 施策番号

１４．原子力利用の安全
確保

①原子力利用の安全確保に係る施策の遂行 原子力安全委員会事務局 64

１５．公益法人制度改革
等の推進

①公益法人制度改革等の推進
公益法人行政担当室・公益
認定等委員会事務局

65

①経済社会活動の総合的研究 66

②国民経済計算 67

③人材育成、能力開発 68

④経済財政政策関係業務システムの最適化（成果重視
事業）

69

１７．迎賓施設の適切な
運営

①迎賓施設の適切な管理・運営
迎賓館、大臣官房企画調整
課国際室

70

１８．北方領土問題の解
決の促進

①北方領土問題解決促進のための施策の推進 北方対策本部 71

１９．国際平和協力業務
等の推進

①国際平和協力業務等の推進 国際平和協力本部事務局 72

①政府・社会等に対する提言等 73

②各国アカデミーとの交流等の国際的な活動 74

③科学の役割についての普及・啓発 75

④科学者間ネットワークの構築 76

２１．官民人材交流セン
ターの適切な運営

①民間人材登用等の推進 官民人材交流センター 77

１６．経済社会総合研究
の推進

経済社会総合研究所

２０．科学に関する重要
事項の審議及び研究の連
絡

日本学術会議事務局


